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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第35期

第２四半期累計期間
第36期

第２四半期累計期間
第35期

会計期間
自  平成22年５月１日
至  平成22年10月31日

自  平成23年５月１日
至  平成23年10月31日

自  平成22年５月１日
至  平成23年４月30日

売上高 (千円) 11,990,374 10,454,676 22,472,152

経常損失（△） (千円) △63,395 △225,229 △636,912

四半期(当期)純損失（△） (千円) △296,480 △316,868 △1,554,535

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,532,360 1,932,360 1,532,360

発行済株式総数 (株) 13,790,880 13,791,680 13,790,880

純資産額 (千円) 880,064 104,773 △377,716

総資産額 (千円) 18,604,562 13,808,136 14,273,335

１株当たり四半期
(当期)純損失金額（△）

(円) △21.66 △23.15 △113.57

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 4.7 0.8 △2.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 239,505 △444,334 △436,555

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 309,115 94,262 631,735

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △466,932 455,832 △496,971

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,304,570 1,026,852 921,090

　

回次
第35期

第２四半期会計期間
第36期

第２四半期会計期間

会計期間
自  平成22年８月１日
至  平成22年10月31日

自  平成23年８月１日
至  平成23年10月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △2.42 △19.64

(注)  １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、第35期、第35期第２四半期累計期間及び第36期第２四

半期累計期間は１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　持分法を適用した場合の投資利益については、第35期、第35期第２四半期累計期間及び第36期第２四半期累計

期間は関連会社の損益等からみて重要性が乏しいため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社にて営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

　

　継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、前事業年度まで４期連続の営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しており、また、当第２四

半期累計期間においても営業損失137百万円、経常損失225百万円及び四半期純損失316百万円を計上して

おります。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　出資契約（株式）及び出資契約（新株予約権）

当社は、平成23年11月18日開催の取締役会において、投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナー

ズⅣ号・適格機関投資家間転売制限付分除外少人数投資家向け、AP Cayman Partners II, L.P. 、Japan

Ireland Investment Partners、フォーティーツー投資組合との間で出資契約（株式）及び出資契約（新

株予約権）の締結を決議し、平成23年12月27日の臨時株主総会の承認を持って契約の締結と致します。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　　

(1) 経営成績の分析　

当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、企業収益、個人消費に一部持ち直しの兆しが見られ

たものの、厳しい雇用情勢、長期化する株価の低迷及び円高の進行など景気の先行きは不透明な状況で

推移いたしました。海外におきましても、ヨーロッパに端を発した金融不安、アメリカの景気低迷、中東

情勢の混乱などから世界的な景気減速懸念が強まり依然としてデフレ傾向が続いております。

　

このような状況の中、眼鏡小売業界におきましてもここ数年の価格表示の明朗性・均一性や低価格

を謳った業態の急速な台頭による「価格競争」の激化等、競争環境が大きく変わるなど転換期を迎え

ております。また、景況感の悪化から、消費者の節約志向・低価格志向もより顕著となり、消費動向の低

迷による買い替えサイクルの長期化や低価格による販売価格下落の進行などを背景に、眼鏡小売市場

が縮小、さらには東日本大震災を起因とした企業の輪番操業に伴う休暇の分散化及び長期化等による

消費行動への影響を受け、既存店の伸びを圧迫するなど、厳しい経営環境が続いております。

　

このような経済環境及び経営環境のもと、当第２四半期累計期間の営業施策としましては、ライフス

タイルに適った機能性商品の開発に注力してまいりました。また、メーカーとのタイアップにより「エ

アフィット」・「エバーフォース」・「ベータプラ」・「ロックベリーズ」・「リンクスキン」と

いった当社独自の商品を戦略商品と位置づけ、前面に打ち出し広告宣伝等販売強化に努めました。　　

今後におきましても、高機能フレームの開発を始め、当社の「フレームオンリープライス」の認知度

の向上、眼鏡専門店チェーンとして従来からの技術力の強化及び快適な視力補正の適切なアドバイス

の提供並びに多様化したお客様のニーズに答えることが出来るコンサルティング販売の強化を推し進

めてまいります。

 

経費面におきましても、徹底したコスト削減を図り販売管理費の圧縮に努めてまいります。

　

以上の結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高10,454百万円（前年同四半期累計期間比12.8％

減）、営業損失137百万円（前年同四半期累計期間は営業利益６百万円）、経常損失225百万円（前年同

四半期累計期間は経常損失63百万円）、四半期純損失316百万円（前年同四半期累計期間は四半期純損

失296百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析　

　 (資産、負債及び純資産の状況)

流動資産は、前事業年度末に比べて275百万円減少し4,528百万円となりました。これは、現金及び預

金が105百万円増加しましたが、売掛金が128百万円減少及び商品が159百万円減少したこと等によるも

のであります。

　

固定資産は、前事業年度末に比べて186百万円減少し9,267百万円となりました。これは、有形固定資

産が65百万円減少、敷金及び保証金が59百万円減少及び投資有価証券が31百万円減少したこと等によ

るものであります。

　

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて465百万円減少し13,808百万円となりました。

　

流動負債は、前事業年度末に比べて775百万円増加し10,396百万円となりました。これは、支払手形が

210百万円減少しましたが、１年内返済予定の長期借入金が865百万円増加したこと等によるものであ

ります。

　

固定負債は、前事業年度末に比べて1,723百万円減少し3,306百万円となりました。これは、長期借入

金が876百万円減少及び関係会社借入金が800百万円減少したこと等によるものであります。

　

この結果、負債は、前事業年度末に比べて947百万円減少し13,703百万円となりました。

　

純資産は、前事業年度末に比べて482百万円増加し104百万円となりました。これは、平成23年７月27

日に実行された第三者割当による増資により資本金が400百万円及び資本準備金が400百万円増加しま

したが、四半期純損失316百万円計上したこと等によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に

比べ105百万円増加し、1,026百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、444百万円となりました。これは、仕入債務の増減額の減少及びその

他流動負債の増減額の減少等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、94百万円となりました。これは、敷金及び保証金の回収による収入

及び有形固定資産の売却による収入等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、455百万円となりました。これは、短期借入金の純増減額が増加いた

しましたが、社債の償還による支出等によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(6) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討及び当該重要事象等を解消し、又は改

善するための対応策

当社は、「１．事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しておりますが、当該状況を解消すべく策定した事業計画を継続しつつ追加の諸施策を策

定し、粛々と実行しております。なお、追加の諸施策は下記のとおりであります。

　
①戦略商品投入による売上増加策

継続的な在庫圧縮を行い、新商品を順次投入できる体制が整ったため、積極的な戦略商品投入を行っ

てまいります。

②売上原価率の改善

原価率の低い戦略商品の拡販により、原価率の改善を図ってまいります。

③財務体質の改善

ノンコア資産の売却を継続的に実施し、有利子負債の圧縮に努めてまいります。

④資本の増強

早期に資本の増強策の実施を検討してまいります。

　
また、当社は、金銭消費貸借契約及びシンジケート・ローン契約等の約定弁済スケジュールが早いこ

とから当面の資金繰りの安定化を図る目的で全取引金融機関に対し、平成23年12月末までの間、全借入

契約の元本の返済猶予を要請し全取引金融機関からの同意を得ております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,169,600

Ａ種優先株式 800

計 38,170,400

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年10月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年12月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,790,880 13,790,880
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株であり
ます。

Ａ種優先株式 800 800 ―
単元株式数は１株でありま
す。（注）

計 13,791,680 13,791,680― ―

(注)  Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

(1) 優先配当金

当社は、期末配当を行うときは、本優先株式を有する株主（以下「本優先株主」という。）又は本優先

株式の登録株式質権者（以下「優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下

「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立

ち、本優先株式１株につき16,750円の金銭による剰余金の配当（かかる配当により支払われる金銭を本

要項において「本優先配当金」という。）（ただし、平成24年４月30日を基準日とする本優先配当金につ

いては、本優先株式１株につき12,562円とする。）を行う。ただし、当該事業年度において優先中間配当金

を支払ったときは、その額を控除した額とする。

　本優先株主又は本優先登録株式質権者に対しては、本優先配当金を超えて剰余金の配当は行わない。

　

(2) 非累積条項

ある事業年度において、本優先株主又は本優先登録株式質権者に対して支払う金銭による剰余金の配

当の額が本優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

　

(3) 優先中間配当金

当社は、中間配当を行うときは、本優先株主又は本優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録

株式質権者に先立ち、本優先株式１株につき8,375円の金銭による剰余金の配当（かかる配当により支払

われる金銭を本要項において「本優先中間配当金」という。）（ただし、平成24年10月31日を基準日とす

る本優先中間配当金については、本優先株式１株につき4,187円とする。）を行う。　
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(4) 残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、本優先株主又は本優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通

登録株式質権者に先立ち、本優先株式１株につき1,000,000円を支払う。

　本優先株主又は本優先登録株式質権者に対しては、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

　

(5) 議決権

本優先株主は株主総会において議決権を有しない。

　

(6) 優先株式の金銭対価の取得条件

当社は、本優先株式発行後、平成26年５月１日以降は、本優先株式１株につき1,000,000円の金銭の交付

と引換えに、本優先株式の発行後に当社が別途取締役会の決議で定める一定の日に、本優先株式の全部又

は一部を取得することができる。

　一部取得をするときは、按分比例の方法（ただし、１株未満の端数は切り捨てる。）又は抽選により行

う。

　　

(7) 優先株式の金銭対価の取得請求権

本優先株主は、平成26年５月１日以降、毎年５月１日から６月30日までの間に当社に対し事前の通知

（撤回不能とする。）を行った上で、直後に到来する８月１日（但し、同日が営業日でない場合は、翌営業

日とする。以下「取得請求日」という。）に、法令上可能な範囲で、取得請求日における会社法第461条第

２項所定の分配可能額の50％（以下「取得限度額」という。）を限度として、当社が本優先株式１株につ

き1,000,000円の金銭を交付するのと引換えに、本優先株式の全部又は一部の取得を、当社に対して請求

することができる。かかる取得請求がなされた場合、当社は、取得請求日に、本優先株主に対して、取得す

る本優先株式１株につき1,000,000円の金銭を交付する。ただし、取得限度額を超えて本優先株主から本

項に基づく本優先株式の取得請求がなされた場合、取得すべき本優先株式は、取得請求が行われた本優先

株式の数に応じた按分比例（ただし、１株未満の端数は切り捨てる。）により決定する。

　

(8) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

　　

(9) 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮した為であります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年８月１日～
平成23年10月31日

― 13,791,680 ― 1,932,360 　― 1,867,880

　

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

田中邦興 神奈川県小田原市 4,095 29.69

田中由子 神奈川県小田原市 3,723 27.00

有限会社東関東サービスセン
ター

茨城県神栖市知手2876番地16 484 3.51

メガネスーパー従業員持株会 神奈川県小田原市 398 2.89

株式会社エヌ・エヌ・ティー 東京都中央区日本橋２丁目２-20 323 2.34

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１-５ 300 2.18

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１-２ 275 2.00

黒木清巳 茨城県潮来市 200 1.45

前田　司 兵庫県たつの市 200 1.45

株式会社日日商事 茨城県神栖市日川217番地１ 172 1.25

計 ― 10,173 73.76
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

800
― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　102,900

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

13,666,500
136,665 同上

単元未満株式
普通株式

21,480
― 同上

発行済株式総数 13,791,680― ―

総株主の議決権 ― 136,665 ―

　(注)１ Ａ種優先株式の内容は（1）株式の総数等②発行済株式に記載しております。

　　　２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社メガネスーパー

神奈川県小田原市本町四
丁目２番39号

102,900 ― 102,900 0.75

計 ― 102,900 ― 102,900 0.75
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２ 【役員の状況】

　

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成23年８月１日から

平成23年10月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年５月１日から平成23年10月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、監査法人よつば綜合事務所により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年４月30日)

当第２四半期会計期間
(平成23年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 921,090 1,026,852

売掛金 650,818 522,067

商品 2,481,178 2,321,522

貯蔵品 43,959 37,476

前渡金 36 1,722

前払費用 415,838 477,761

未収入金 276,542 117,458

その他 21,807 32,989

貸倒引当金 △6,828 △9,165

流動資産合計 4,804,443 4,528,685

固定資産

有形固定資産

建物 5,871,593 5,864,115

減価償却累計額 △4,539,677 △4,590,850

建物（純額） 1,331,915 1,273,264

構築物 862,574 787,903

減価償却累計額 △705,934 △640,824

構築物（純額） 156,640 147,079

車両運搬具 32,441 32,441

減価償却累計額 △30,831 △31,045

車両運搬具（純額） 1,609 1,395

工具、器具及び備品 2,873,803 2,857,257

減価償却累計額 △2,652,552 △2,667,251

工具、器具及び備品（純額） 221,250 190,005

土地 1,154,678 1,189,114

有形固定資産合計 2,866,094 2,800,860

無形固定資産

商標権 1,793 1,625

ソフトウエア 133,998 124,463

電話加入権 35,475 35,475

その他 5,227 5,227

無形固定資産合計 176,494 166,792
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年４月30日)

当第２四半期会計期間
(平成23年10月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 45,955 14,907

出資金 1,184 944

従業員に対する長期貸付金 4,120 3,288

長期前払費用 150,013 128,316

長期未収入金 150,222 152,498

敷金及び保証金 5,913,009 5,853,772

長期預金 200,000 200,000

その他 37,533 37,359

貸倒引当金 △90,582 △90,773

投資その他の資産合計 6,411,456 6,300,313

固定資産合計 9,454,045 9,267,966

繰延資産

社債発行費 14,846 11,484

繰延資産合計 14,846 11,484

資産合計 14,273,335 13,808,136

負債の部

流動負債

支払手形 1,924,509 1,713,650

営業外支払手形 146,884 78,748

買掛金 993,836 850,104

短期借入金 3,102,665 3,645,087

1年内返済予定の長期借入金 2,144,288 3,009,699

1年内償還予定の社債 143,000 143,000

未払金 214,947 121,376

未払費用 632,587 631,135

未払法人税等 136,896 87,622

前受金 73,360 31,336

預り金 74,346 27,788

前受収益 1,368 1,809

その他 32,464 55,483

流動負債合計 9,621,155 10,396,842

固定負債

社債 1,356,500 1,285,000

長期借入金 1,221,700 345,051

関係会社借入金 800,000 －

株主、役員に対する長期債務 299,700 294,700

退職給付引当金 1,231,039 1,262,500

長期預り保証金 47,537 50,057

その他 73,419 69,210

固定負債合計 5,029,897 3,306,520

負債合計 14,651,052 13,703,363
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年４月30日)

当第２四半期会計期間
(平成23年10月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,532,360 1,932,360

資本剰余金

資本準備金 1,467,880 1,867,880

資本剰余金合計 1,467,880 1,867,880

利益剰余金

利益準備金 19,350 19,350

その他利益剰余金

別途積立金 5,092,710 5,092,710

繰越利益剰余金 △8,423,581 △8,740,449

利益剰余金合計 △3,311,520 △3,628,389

自己株式 △66,799 △66,804

株主資本合計 △378,080 105,045

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 363 △272

評価・換算差額等合計 363 △272

純資産合計 △377,716 104,773

負債純資産合計 14,273,335 13,808,136
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(2)【四半期損益計算書】
　【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年５月１日
 至 平成22年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年５月１日
 至 平成23年10月31日)

売上高 11,990,374 10,454,676

売上原価 4,085,694 3,438,551

売上総利益 7,904,679 7,016,124

販売費及び一般管理費

給料及び手当 2,339,144 2,131,715

退職給付費用 72,629 61,701

地代家賃 2,232,583 2,065,404

引当金繰入額 8,100 2,528

その他 3,245,888 2,892,726

販売費及び一般管理費合計 7,898,346 7,154,075

営業利益又は営業損失（△） 6,333 △137,950

営業外収益

受取利息 2,625 2,103

受取配当金 467 356

集中加工室管理収入 21,346 23,813

その他 16,345 9,127

営業外収益合計 40,784 35,401

営業外費用

支払利息 84,964 92,576

その他 25,548 30,104

営業外費用合計 110,513 122,680

経常損失（△） △63,395 △225,229

特別利益

固定資産売却益 24,873 46,609

会員権買取益 16,982 －

受取補償金 18,672 1,089

その他 2,200 －

特別利益合計 62,728 47,698

特別損失

固定資産除却損 5,713 384

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 30,845 －

店舗構造改革費用 ※１
 87,597

※１
 354

事業構造改革費用 ※２
 23,872

※２
 54,019

投資有価証券評価損 9,704 －

ゴルフ会員権評価損 4,700 360

社債償還損 44,642 －

店舗閉鎖損失 ※３
 17,581 －

固定資産契約解除損 － 25,565

その他 11,031 4,480

特別損失合計 235,688 85,163

税引前四半期純損失（△） △236,355 △262,695

法人税、住民税及び事業税 60,125 57,422

過年度法人税等戻入額 － △3,248

法人税等合計 60,125 54,173

四半期純損失（△） △296,480 △316,868
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年５月１日
 至 平成22年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年５月１日
 至 平成23年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △236,355 △262,695

減価償却費 221,905 144,623

長期前払費用償却額 33,265 29,119

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31,555 31,460

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,100 2,528

受取利息及び受取配当金 △3,092 △2,459

支払利息 84,964 92,576

固定資産売却損益（△は益） △24,873 △46,609

受取補償金 △18,672 △1,089

会員権買取益 △16,982 －

固定資産除却損 5,713 384

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 30,845 －

店舗構造改革費用 87,597 354

事業構造改革費用 23,872 54,019

投資有価証券評価損益（△は益） 9,704 －

ゴルフ会員権評価損 4,700 360

社債償還損 44,642 －

店舗閉鎖損失 17,581 －

固定資産契約解除損 － 25,565

売上債権の増減額（△は増加） △57,648 128,750

たな卸資産の増減額（△は増加） 106,003 166,138

仕入債務の増減額（△は減少） 316,382 △354,591

その他の流動資産の増減額（△は増加） △74,773 △48,750

その他の流動負債の増減額（△は減少） △167,012 △226,617

その他 95,599 89,261

小計 523,022 △177,670

利息及び配当金の受取額 798 541

利息の支払額 △108,922 △98,874

法人税等の支払額 △121,613 △117,944

法人税等の還付額 235 3,710

その他 △54,014 △54,096

営業活動によるキャッシュ・フロー 239,505 △444,334
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(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年５月１日
 至 平成22年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年５月１日
 至 平成23年10月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △31,077 △13,012

有形固定資産の売却による収入 308,870 28,319

無形固定資産の取得による支出 △16,128 △19,154

敷金及び保証金の差入による支出 △30,346 △1,230

敷金及び保証金の回収による収入 109,994 76,131

長期前払費用の取得による支出 △32,699 △10,349

その他 502 33,559

投資活動によるキャッシュ・フロー 309,115 94,262

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,390,265 542,422

長期借入れによる収入 99,800 －

長期借入金の返済による支出 △1,127,256 △11,237

社債の償還による支出 △1,825,300 △71,500

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4,329 △3,809

配当金の支払額 △111 △38

その他 － △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △466,932 455,832

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 81,688 105,761

現金及び現金同等物の期首残高 1,222,881 921,090

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,304,570

※
 1,026,852
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【継続企業の前提に関する事項】

 当社は、前事業年度まで４期連続の営業損失、経常損失及び当期純損失を計上しており、また、当第２

四半期累計期間においても、営業損失137百万円、経常損失225百万円及び四半期純損失316百万円を計上

しております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。

 

当社は、当該状況を解消すべく策定した事業計画を粛々と継続してまいりましたが、平成24年４月期に

おける経営成績及び財政状態の見込みに鑑み、当面の資金繰りの安定化を図る目的で、当社は全取引金融

機関に対して、平成23年６月末日から同年12月末日までに返済期日が到来する借入契約等について同年

12月末日までに期間延長と元本の返済猶予を要請し、同意を得ております。

 

このような中、平成22年４月期において策定した、①コア事業への経営資源の集中、②業績不振店の閉

鎖、③収益体質の改善、④財務体質の改善を骨子とする新「事業計画」を継続しつつ、平成23年４月期以

降において、追加の諸施策として、①戦略商品投入による売上増加、②売上原価率の改善、③財務体質の改

善、④資本増強に関する施策を定め、粛々と実行しております。

 

しかしながら、経営環境の悪化及び収益体質の改善が進まない場合もあり、現時点において継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められます。

 

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期財務諸表に反映しておりません。

　
【追加情報】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年５月１日  至  平成23年10月31日)

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

前事業年度
(平成23年４月30日)

当第２四半期会計期間
(平成23年10月31日)

　１  財務制限

全取引金融機関と結んだ金銭消費貸借契約及びシ

ンジケート・ローン契約等について以下の条項が付

されております。

　四半期毎の売上高及び売上総利益の金額（単体

ベース）につき、計画数値の80％を下回らないこと。

　１  財務制限

　　　　　　　　同左

　

(四半期損益計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
(自  平成22年５月１日
至  平成22年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年５月１日
至  平成23年10月31日)

※１  店舗構造改革費用の内容は、店舗リストラに伴い、

当社の取締役会において決議した閉鎖決定店舗の損

失相当額であります。

　

※２  事業構造改革費用の内容は、新「事業計画」の立

案及び遂行のための、プロジェクト費用であります。

　

※３  店舗閉鎖損失の内容は、店舗閉鎖に伴う原状復帰

費用等であります。

　

※１  　　　　　　　

　　　　　　　　　　　同左

 
 
※２　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　同左

 
 
　　　　　　　　　　―――――

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
(自  平成22年５月１日
至  平成22年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年５月１日
至  平成23年10月31日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年10月31日現在)

現金及び預金 1,304,570千円

現金及び現金同等物 1,304,570千円

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年10月31日現在)

現金及び預金 1,026,852千円

現金及び現金同等物 1,026,852千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年10月31日)

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。　

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。　

　

当第２四半期累計期間(自  平成23年５月１日  至  平成23年10月31日)

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成23年7月27日付で、有限会社ビック商事に第三者割当によるＡ種優先株式の発行を行いま

した。この結果、第１四半期会計期間において資本金が400百万円、資本準備金が400百万円増加し、当第２

四半期会計期間末において資本金が1,932百万円、資本剰余金1,867百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年10月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期損益
計算書計上額
（注２）眼鏡等

小売事業
ゴルフ事業 通販事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 11,521,302167,129301,94211,990,374 ― 11,990,374

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 11,521,302167,129301,94211,990,374 ― 11,990,374

セグメント利益又は損失(△) 76,130 13,227 520 89,878△83,545 6,333

(注)１ セグメント利益又は損失の調整額△83,545千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、その主な内容は役員報酬であります。　

 　 ２　セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成23年５月１日  至  平成23年10月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期損益
計算書計上額
（注２）眼鏡等

小売事業
通販事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,194,620260,05610,454,676 ― 10,454,676

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 10,194,620260,05610,454,676 ― 10,454,676

セグメント利益又は損失(△) △75,485 △3,730 △79,215 △58,735△137,950

(注)１ セグメント利益又は損失の調整額△58,735千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であ

り、その主な内容は役員報酬であります。　

 　 ２　セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

　
２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期会計期間から「ゴルフ事業」のセグメント区分を廃止しております。

　これは、前第３四半期累計期間に、当社が運営していたザ・マスターズ天草コース（ゴルフ事業）を譲

渡したことによるものであります。

　これにより、当第１四半期会計期間より「眼鏡等小売事業」、「通販事業」の２つのセグメント区分と

なっております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成22年５月１日
至  平成22年10月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年５月１日
至  平成23年10月31日)

(1) １株当たり四半期純損失金額（△） △21円66銭 △23円15銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失金額（△）　　　　　　　　　(千円) △296,480 △316,868

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純損失金額（△）　　(千円) △296,480 △316,868

    普通株式の期中平均株式数(株) 13,688,021 13,688,412

    普通株式増加数(株) ― ―

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

当社は、平成23年11月18日の取締役会において第三者割当によるＡ種劣後株式の発行及び新株予約権

付ローンに係る第１回新株予約権、第２回新株予約権、第３回新株予約権及び第４回新株予約権の発行を

行うことを平成23年12月27日開催の当社の臨時株主総会に付議することを決議いたしました。　

　Ⅰ．第三者割当増資

  　募集の概要

 　  Ａ種劣後株式の概要

① 払込期日 平成23年12月28日

② 発行新株式数 Ａ種劣後株式　30,318,181株

③ 発行価額 １株につき　金44円

④ 発行価額の総額 1,333,999,964円

⑤ 資本組入額 １株につき　金22円

⑥ 資本組入額の総額 666,999,982円

⑦ 募集又は割当方法（割当予定先） 第三者割当
投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズIV号・適格機
関投資家間転売制限付分除外少人数投資家向け 12,787,262株
AP Cayman Partners II, L.P.                 8,923,180株
Japan Ireland Investment Partners           7,754,986株
フォーティーツー投資組合                    852,753株

⑧ その他 前各号については、平成23年12月27日に開催予定の当社の臨時株
主総会及び普通株式に係る種類株主総会並びにＡ種優先株式に係
る種類株主総会における、発行可能株式総数及び発行可能種類株
式総数の増加、Ａ種優先株式の内容の変更並びにＡ種劣後株式及
びＢ種劣後株式の追加を内容とする定款の一部変更に関する議案
の承認、上記臨時株主総会における第三者割当の方法によるＡ種
劣後株式及び本新株予約権の発行並びに取締役の選任に関する各
議案の承認、並びに本新株予約権の発行に係る金融商品取引法に
よる届出の効力発生を条件とする。

　Ⅱ．新株予約権付ローン　

当社は、割当予定先に対してＢ種劣後株式を新株予約権の目的とする本新株予約権を発行し、かつ当該

割当予定先との間で平成23年12月27日付で金銭消費貸借契約（以下総称して「本ローン契約」といいま

す。）を締結する予定です。本新株予約権の行使期間は割当日である平成23年12月28日から約３年４ヶ月

後である平成27年４月30日であり、Ｂ種劣後株式１株あたり当初64円の行使価額により本ローン契約に

基づく貸金元本債権の全部又は一部（以下総称して「本ローン元本債権」といいます。）を現物出資の

財産として本新株予約権を行使することができます。

また、Ｂ種劣後株式は、剰余金の配当は行われず、残余財産の分配についても、普通株式に劣後して行わ

れます。Ｂ種劣後株式は議決権を有しております。そして、Ｂ種劣後株式には、本新株予約権の行使により

初めてＢ種劣後株式が発行された日の１年後の日以降いつでも、当社に対して、その有するＢ種劣後株式

の全部又は一部を取得することを請求することができるものとし、当社はその取得と引換えにＢ種劣後

株式１株につき当社の普通株式１株を交付する旨の取得請求権を付しております。　
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本ローン契約につきましては、以下の概要で契約・実行する予定となっております。

借入人 株式会社メガネスーパー

各貸付人及び

各貸付元本額

投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズIV号・適格機関投資家間転売制限付

分除外少人数投資家向け                         　　　　　　　　　280,897,920円

AP Cayman Partners II, L.P.       　　　　　　　　　　　　　　　 196,015,680円

Japan Ireland Investment Partners  　　　　　　　　　　　　　　　170,353,920円

フォーティーツー投資組合          　　　　　　　　　　　　　　　　18,732,480円

各契約締結日 平成23年12月27日

各貸付実行日 平成23年12月28日

各満期日 平成29年12月27日（一括返済）

任意期限前弁済 借入人の任意により本ローン元本債権の期限前弁済を行うことができる。

金利 金利は付さない。

新株予約権の行使 本新株予約権が行使され、本ローン元本債権が出資された場合、行使された本新株予約権

に係る本ローン元本債権は弁済期が到来し、かつ当社に給付されたものとみなす。

担保提供 借入金の入金口座に係る銀行預金債権並びに当該口座の預金を原資として借入人が取得

する敷金債権及び保証金債権上に設定する質権等

その他 本新株予約権と本ローン元本債権とが、実質的に一体不可分となるような仕組みとして

います。

１1.本ローン元本債権の全部が返済その他の理由により消滅した場合、本ローン元本債権

の全部が消滅した日以降、本新株予約権の行使はできないものとする。また、割当予定先

との契約により、本ローン元本債権の一部が返済その他の理由により消滅した場合、当社

は、当該消滅額に対応する個数の新株予約権を無償で取得する旨を定める予定である。

　2.本ローン契約に基づき同契約に定める貸付実行日に貸付が実行されなかった場合、本新

株予約権の行使はできないものとする。

　3.譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による当社の承認を要

するものとする。また、本ローン契約において、本ローン契約に係る貸付人は、本ローン元

本債権を譲渡額に応じて決定される一定の数の本新株予約権とともにしか譲渡できない

旨を定める予定であり、事実上、本ローン元本債権と本新株予約権とが異なる者に帰属す

ることがないようにしている。

第三者割当による第１回乃至第４回新株予約権の概要

　
１.発行期日　　　　　　　 　平成23年12月28日　

２.新株予約権の総数　 　　　　　10,406,250個　

 　第１回新株予約権　　　　　　　4,389,030個

　 第２回新株予約権　　　　　　　3,062,745個

　 第３回新株予約権　　　　　　　2,661,780個

　 第４回新株予約権　　　　　　　　292,695個

　
３.発行価額　　　　　　　　　　　　　　 ０円

　

EDINET提出書類

株式会社メガネスーパー(E03433)

四半期報告書

28/33



　

４.募集又は割当方法（割当予定先）

第１回新株予約権　　投資事業有限責任組合アドバンテッジパートナーズⅣ号・適格機関投資家間転

売制限付分除外少人数投資家向け

　第２回新株予約権　　AP Cayman Partners II, L.P. 

　第３回新株予約権　　Japan Ireland Investment Partners

　第４回新株予約権    フォーティーツー投資組合 

　
５.当該発行による潜在株式数

各新株予約権１個の目的となる当社Ｂ種劣後株式の数は、金64円（以下「出資金額」という。）をそ

の時有効な行使価額で除して得られる最大整数とする（ただし、１株未満の端数が生じたときはこれ

を切り捨て、現金による調整は行わない。）。各新株予約権の新株予約権者が各新株予約権複数個の行

使を同時に行った場合には、当社が交付するＢ種劣後株式の数は、当該新株予約権者による行使に係る

各新株予約権の合計数に出資金額を乗じて得られる金額を上記の行使価額で除して得られる最大整数

とする（ただし、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。）。

　
６.調達資金の額（新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価額）

各新株予約権の行使に際して出資される財産は、上記記載の割当予定先である投資事業有限責任組

合アドバンテッジパートナーズⅣ号・適格機関投資家間転売制限付分除外少人数投資家向け他３法人

及び当社の間の平成23年12月27日付の金銭消費貸借契約に基づく貸金元本債権の全部又は一部とし、

その価額は、新株予約権１個につき、金64円とする。

　
７.行使価額

行使価額は、当初64円とする。

かかる行使価額は、割当日以降、新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）

において、次に定める算式により算出された価額（以下「修正基準額」という。）が、64円を上回る場

合には、当該修正日以降、当該修正基準価額に相当する金額に修正される。

　
修
正
基
準
額

 
＝

修正日の前取引日（ただし、終値（気配表示を含む。）
のない日は除く。）の株式会社大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における
当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）

× 0.9

１＋0.003×割当日（当日を含む。）から修正日（当日を含む。）
までの日数

　
８.その他

前各号については、平成23年12月27日開催予定の当社の臨時株主総会及び普通株式に係る種類株主

総会並びにＡ種優先株式の内容変更並びにＡ種劣後株式株式及びＢ種劣後株式の追加を内容とする定

款変更に関する議案の承認、並びに本新株予約権の発行に係る金融商品取引法による届出の効力発生

を条件とする。
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　Ⅲ．募集の目的及び理由

今後の当社の事業再生及び持続的成長を図るために、事業再生の専門家であるアドバンテッジパート

ナズ有限責任事業組合のリーダーシップの下で、強固な収益基盤を確立し、財務体質の抜本的な改善を行

うための抜本的な事業再生計画の実行が必要との判断に至り、第三者割当増資及び新株予約権付ローン

の締結を行うことといたしました。

　　

　Ⅳ．その他重要な事項

本第三者割当増資及び本新株予約権付ローンに係る新株予約権の発行により、投資事業有限責任組合

アドバンテッジパートナーズⅣ号・適格機関投資家間転売制限付分除外少人数投資家向け、AP Cayman

Partners II, L.P. 、Japan Ireland Investment Partners、フォーティーツー投資組合は、当社の「その

他の関係会社」に該当することが見込まれます。 
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２ 【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成23年12月12日

株式会社メガネスーパー

取締役会  御中

監査法人よつば綜合事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    神    門    　    剛    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    高    屋    友    宏    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社メガネスーパーの平成23年５月１日から平成24年４月30日までの第36期事業年度の第２四半期会計期間
(平成23年８月１日から平成23年10月31日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年５月１日から平成23年10
月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フ
ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メガネスーパーの平成23年10月31日現在の財
政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

強調事項
１．継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は、前事業年度まで４期連続の営業損失、経
常損失及び当期純損失を計上し、当第２四半期累計期間において、営業損失、経常損失及び四半期純損失を
計上したことにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が
認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成され
ており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成23年11月18日開催の取締役会において、第三者割
当による新株式の発行及び新株予約権付ローンに係る新株予約権の発行を行うことを決議した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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